
町
民
の
生
活
全
般
に
わ
た
る
施
策
を

行
う
た
め
に
経
理
す
る
の
が
「
一
般
会

計
」
で
す
。

緊
急
性
と
と
も
に
住
民
要
求
の
高
い

事
業
を
選
択
し
な
が
ら
、
よ
り
効
果
的

な
予
算
編
成
を
行
な
っ
た
結
果
、
本
年

度
の
一
般
会
計
予
算
の
総
額
は
、
表
１

の
と
お
り
前
年
度
比

・
７
％
増
の

14

53

億
７
６
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
主
な
要
因
は
、
町
営
住
宅
（
西

町
団
地
）
整
備
事
業
関
連
経
費
の
増
に

よ
る
も
の
で
す
。

特
別
会
計
の
増
減
の
主
な
要
因
に
つ

き
ま
し
て
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業
特

別
会
計
は
保
険
給
付
費
の
減
、
後
期
高

齢
者
医
療
事
業
特
別
会
計
は
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
納
付
金
の
減
、
介
護

保
険
事
業
特
別
会
計
は
地
域
支
援
事
業

費
等
の
増
に
よ
る
も
の
で
す
。

下
水
道
事
業
特
別
会
計
は
消
費
税
及

び
管
渠
等
施
設
整
備
事
業
の
減
、
簡
易

水
道
事
業
特
別
会
計
は
給
与
費
及
び
給

水
施
設
管
理
経
費
の
減
に
よ
る
も
の
で

す
。

前
年
度
比
で

・
７
％
の
増

14

一
般

会
計

特
別
会
計
予
算
は

前
年
規
模
を
下
回
る

特
別

会
計

【表１】

平成28年度会計別予算額の内訳

平
成

年
度

津
別
町
の
予

平
成

年
度

津
別
町
の
予
算算

２８２８億
４
千
万
円
の
使
い

億
４
千
万
円
の
使
い
道道

7676

平
成

年
度
の
町
の
予
算
が
、
町
議
会
の
審
議

平
成

年
度
の
町
の
予
算
が
、
町
議
会
の
審
議
をを

2828

経
て
決
定
し
ま
し
た
。
予
算
の
総
額
は

億
４
２

経
て
決
定
し
ま
し
た
。
予
算
の
総
額
は

億
４
２
１１

7676

０
万
円
で
、
前
年
度
比
６
・
８
％
の
増
と
な
り
ま
し
た

０
万
円
で
、
前
年
度
比
６
・
８
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。。

ま
た
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
中
心
と
な
る
一
般
会
計
は

ま
た
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
中
心
と
な
る
一
般
会
計
は
、、

億
７
６
０
０
万
円
で
前
年
度
比

・
７
％
の
増
。

億
７
６
０
０
万
円
で
前
年
度
比

・
７
％
の
増
。
本本

5353

1414

年
度
も
職
員
一
丸
と
な
り
、
効
果
的
な
行
財
政
運

年
度
も
職
員
一
丸
と
な
り
、
効
果
的
な
行
財
政
運
営営

に
取
り
組
み
ま
す

に
取
り
組
み
ま
す
。。

今
月
の
特
集
で
は
、
町
の
予
算
内
容
に
つ
い
て

今
月
の
特
集
で
は
、
町
の
予
算
内
容
に
つ
い
て
おお

知
ら
せ
し
ま
す

知
ら
せ
し
ま
す
。。

一
般
会
計
予
算
額
を
科
目
別
に
見
た

の
が
上
の
グ
ラ
フ
で
、
歳
入
は
左
上
の

円
グ
ラ
フ
で
す
。

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
が

億
２
０
０
０
万
円
（
前
年
度
比
５
・

25０
％
増
）
で
歳
入
の

・
９
％
を
占
め

46

て
い
ま
す
。
こ
れ
に
国
・
道
支
出
金
、

地
方
譲
与
税
な
ど
を
加
え
た
も
の
が
依

存
財
源
と
言
わ
れ
る
も
の
で
、
歳
入
全

体
の

・
９
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

76
ま
た
、
町
債
は
町
営
住
宅
等
建
設
整

備
事
業
に
よ
る
土
木
費
の
増
に
よ
り
、

前
年
度
比
１
０
１
・
５
％
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

一
方
、
自
主
財
源
の
う
ち
町
税
は
５

億
４
５
３
１
万
円
で
、
前
年
度
よ
り

４
・
０
％
の
増
。
分
担
金
及
び
負
担
金

は
１
４
６
７
万
円
で
前
年
度
比
５
・
８

％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

次
に
、
右
上
の
円
グ
ラ
フ
は
歳
出
を

科
目
ご
と
に
表
し
て
い
ま
す
。
歳
出
の

８
・
５
％
を
占
め
る
公
債
費
は
、
事
業

を
実
施
す
る
と
き
に
借
り
た
お
金
の
償

還
金
で
４
億
５
５
４
８
万
円
を
支
払
う

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
昨
年
度
か
ら
比

較
す
る
と
３
３
９
万
円
の
減
額
と
な
っ

て
い
ま
す
。

総
務
費
で
は
、
地
域
お
こ
し
協
力
隊

事
業
に
５
８
３
２
万
円
、
新
規
事
業
と

し
て
相
生
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

に
１
０
５
４
万
円
。
民
生
費
で
は
、
子

ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
に
１
億
１
８

０
１
万
円
、
児
童
手
当
等
扶
助
費
に
５

３
９
７
万
円
。
衛
生
費
で
は
、
下
水
道

事
業
特
別
会
計
繰
出
金
に
２
億
５
６
７

３
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

農
林
業
費
で
は
、
国
営
農
地
再
編
整

備
事
業
負
担
金
支
払
基
金
積
立
金
に
５

０
０
０
万
円
。
商
工
費
で
は
商
工
振
興

補
助
費
等
に
４
６
３
０
万
円
、
観
光
イ

ベ
ン
ト
補
助
費
等
に
７
４
５
万
円
を
計

上
し
ま
し
た
。

土
木
費
で
は
、
町
営
住
宅
等
建
設
整

備
事
業
に
５
億
４
７
３
３
万
円
、
新
規

事
業
と
し
て
雪
寒
建
設
機
械
導
入
事
業

に
４
６
１
６
万
円
。
ま
た
、
教
育
費
で

は
、
新
規
事
業
と
し
て
町
民
テ
ニ
ス

コ
ー
ト
施
設
整
備
事
業
に
４
５
６
８
万

円
を
計
上
し
ま
し
た
。

ま
た
、
表
２
は
、
今
年
の
一
般
会
計

の
予
算
額
を
町
民
一
人
当
た
り
で
割
り

返
し
た
金
額
で
す
。
町
民
５
１
０
７
人

の
一
人
当
た
り
の
金
額
は
、
１
０
５
万

２
６
７
３
円
と
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
科

目
に
振
り
分
け
ら
れ
た
予
算
は
、
ま
ち

づ
く
り
や
皆
さ
ん
の
暮
ら
し
に
役
立
て

ら
れ
ま
す
。

歳
入
の
7
割
を
超
え
る

依
存
財
源

歳
入

編
成

公
債
費
は
０
・
７
％
の

減
額

歳
出

編
成

町
民
一
人
当
た
り
予
算

１
０
５
万
２
６
７
３
円

町
民

予
算

グラフ 一般会計予算額の科目別内訳

【歳入】 【歳出】

【表２】

町民１人当たり予算額
（一般会計分）

1,052,673円

※平成28年２月末現在の住民基本台帳

人口5,107人で計算しています。

費

13,320円

費

193,443円

費

156,017円

費

58,448円

民 費

192,617円

107,752円

費

139,822円

412円

費

221円

費

89,187円

費

79,247円

費

979円

費

21,208円

費 災害復旧費

税

25億2,000万円

（46.9％）

自主財源
23.1％

依存財源
76.9％

国・道支出金

7億8,546万円

（14.7%）

町 債

6億4,350万円

（12.0％）

その他

1億7,974万円（3.3％）

地方譲与税、各種交付金

町 税
5億4,531万円

（10.1%）

分担金及び負担金など
2億2,457万円（4.1%）

諸収入 1億378万円（1.9%）

繰入金

3億7,364万円

（7.0%）

農林業費 4億471万円（7.5%）

議会費 6,802万円（1.3%）

商工費

1億831万円

（2%）

労働費 113万円（0.0%）

民 費

9億8,370万円

（18.3%）

総務費

7億9,678万円

（14.8％）

費

7億1,407万円

（13.3%）

土木費

9億8,791万円

（18.4%）

公債費
4億5,548万円
（8.5%）費

5億5,029万円

（10.2%）

消防費

2億9,849万円

（5.6%）

総 額

53億7,600万円

災害復旧費

211万円（0.0%）

予備費 500万円（0.1%）


